
2C01 科学技術関連政策の 政策評価 

0 平澤 冷 ( 政策研究大学院大 ), 富澤宏之，伊地知 覚博 ( 科技庁・科学技術政策研 ) 

総務庁を中心として 検討されてきた「政策評価に 関する標準的ガイドライン」の 案がまとめら 

ね 、 それを受けて 新 府 省を単位とする 麻雀レベルの「実施要領」が 具体化されっつあ る。 しかし 

一方で、 政策評価の概念は 多義的であ り、 本来「政策評価」があ るべき姿はどのようなものであ 

り 、 また今回実施に 移されようとしている「政策評価」が 有効に運営されるためには、 どのよう 

な点に留意すべきか 等について、 議論を深める 必要があ る。 特に科学技術を 対象とした政策にっ 

いては、 研究評価の「大綱的指針」との 整合性の問題もあ る。 

ここでは、 科学技術関連政策を 対象とした場合、 真に実効性のあ る政策評価を 実現するために 

配慮すぺき点について 述べてみたい。 

ェ ．政策評価の 枠組み 

広義の政策は 階層構造を成していて、 次の 4 階層に通常分けられる。 ①総合政策 ( 理念、 ビジ 

ョン、 基本戦略、 基本計画 ) 、 ②狭義の政策 ( まとまった施策 群 ) 、 ③施策 ( 個別制度、 プロバラ 

ム二 まとまった事業 群 ) 、 ④事業 ( 個別プロジェクト ) 。 これらは必ずしも、 規模の大小を 反映し 

ているわけではない。 「政策評価」の 語は、 評価の対象として 広義には、 これら全体を 含み、 また 

中表には施策以上の 階層を意味している。 また、 広義の政策を 対象とした評価のあ り方として、 

①狭義の政策評価 ( 組織目標ないし、 目標達成のための 政策内容の評価 ) 、 ②管理評価 ( 業績の評 

価 : 政策目標達成のための 支援的仕事に 関する運営の 適否、 効率性等 ) 、 ③行政評価 ( 行政監査 

㎝ 田 t 、 行政監察㎞ s 曲 cti ㎝等 ) があ るが、 ここでも、 これら全体を 含む広義の意味で「政策評価」 

を 用いる場合と、 その場合でも 行政評価を除く 場合 ( 中義 ) とがあ る。 

「政策評価」は 独立した行為として 捉えるべきではなく、 政策の形成、 運用、 そして成果の 受 

容 にいたる一連の 行為と関係づけて 扱 う べきであ る。 行政機関における 政策評価は 、 特に①個別 

の政策担当部署 ( 通常の担当課や 重 ) 、 ②予算等の査定部署 ( 庁 ないし 省 レベルでの分野別意思 決 

定 担当課 ) 、 そして③評価担当部署 ( 評価業務の管理、 支援、 統括担当課 ) で、 それぞれの担当機 

能に合わせて 評価作業が担われねばならない。 

このように「政策評価」は、 その対象や行為においてもまた 体制においても、 システムとして 

扱われるべきものであ る。 このような認識のもとで、 我が国の組織風土になじみ 易い「政策評価」 

の 概念システムを 構想する。 

我が国では、 目標設定において 海外の先行指標に 依存することが 多く、 独自の国家戦略、 統合 

計画、 重点課題等を 合理的に選択するための 体制が発達してこなかった ( 官 / 民 ) 。 また終身雇用 
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制 のもとで、 組織内従業者の 能力やモラールを 最大限に引き 出すための hl 皿 msidemmmgem ㎝士が 
発達し、 組織目標に向かって、 評価Ⅰ 被 評価の立場を 峻別することなく、 共同して取組む 

( 血 。 № ive- ㎞ eraCtive: 「内在接触型」 ) 「支援的評価」体制が 一般化した ( 民 ) 。 そこでは先行目標 

に向かっての 動機付けが「評価」そのものより 重要視された。 このような組織環境の 中で、 評価 

体制としては、 行為者が自ら 評価をも行 う いわゆる「自己点検型」の 評価が普及している ( 官 / 

民 ) 。 

しかし、 「自己点検型」評価は、 評価に関する 相対性の視点を 獲得し難く、 自己満足や不登底、 

また馴れぬ い や形骸化に陥ることが 多い。 しかしながら 一方で、 担当内容に関し 最もよく知る 者 

が 、 工夫を重ねる 契機とし ぅ るという意味で、 「自己点検」の 意義そのものは 決して小さくはない。 

必要なことは、 弊害に陥らないためのシステムを 設計し、 「自己点検型」を 強化することであ る。 

具体的には①理念としては「内在接触性」を 活かし、 ②自己点検と 循環的改革を 基本プロセスと 

し、 ③支援的な評価担当部署を 設置し 、 ④公開性、 透明性を徹底し 、 ⑤外部監査体制 ( たとえば 

抜取り型の監察 ) を付加する。 そして、 ⑥評価の階層構造を 整備することによって、 総合的に評 

価の コストパフオーマンスを 高める。 その概念システムを 図に示す。 
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2. 「政策評価に 関する標準的ガイドライン」の 案の間 題 点 

前項で述べた 視点から、 現在実現されようとしている「ガイドライン」案の 内容を分析すると、 

次のような問題点が 認識できる。 

(1) 階層性を利用したシステミックなアプローチにはなっていない。 

「ガイドライン」案では、 評価行為のカテゴリー ( 事業評価、 実績評価、 総合評価 ) を評価対 

象 ( 事務事業、 施策、 狭義の政策 ) と相関させて 設定し、 さらに評価時点とも 限定的に関連づけ 

たため、 それぞれの評価行為を 独立に行 う 必要があ る。 たとえば、 事業評価は事務事業を 対象と 
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し 、 事前評価として 実施し、 事後は事前評価結果の 検証に限定している。 また、 実績評価は、 施 

策レベルを対象とし、 いわゆる「管理評価」の 内容に関して 循環型で行い、 総合評価は、 施策な 

いし政策 ( 狭義 ) レベルを対象とし、 途上ないし事後に 分析的に行うこととしている。 このよう 

なアプローチの 場合、 評価のためのデータはそれぞれ 独立に収集することとなり、 結局各々の 範 

囲 で可能なことに 評価行為が限定され、 不登底なものになっていくであ ろう。 あ るいは、 事業実 

施者にそれぞれ 異なるタイミングで 異なる視点からのデータの 提出を義務づけることとなる。 

(2) 監査、 監察と「政策評価」とを 別のものと位置づけ、 「政策評価」の 枠組みからはずしてい 

る。 

従来我が国では、 行政組織内の 監査制度が政策内容の 適否に踏み込まない、 形式的な規律監査 

に限定されているので、 政策内容の運用に 関する監査が 抜け落ちてしまうことにならないだろう 

か O 

(3) 最上位の政策に 関する評価への 配慮が十分でない。 

基本計画等に 関しては総合評価の 対象にすることが 述べられているが、 総合評価が途上ないし 

事後評価に限定されているため、 反省材料の収集にほぼ 限られ、 将来を構想するための 評価が欠 

落することとなる。 

以上のような 欠陥は、 「政策評価」を 行政機関内部で 行われる閉じた 作業に限定し、 また当面 可 

能 な局面から手がける 漸進的な改革手法をとったことによる。 しかし、 我が国になじむ、 あ るべ 

き「政策評価システム」全体を 想定した ぅ えで、 漸進的なアプローチをとったなら、 より本格的 

な 改革へ継げることができたであ ろう。 

3. 科学技術関連政策の 政策評価 

「ガイドライン」は 全省庁の政策を 念頭に置いてまとめられたものであ るため、 科学技術関連 

政策については、 具体化する段階でさらに 考慮すべき点があ る。 またそれ以前に 府 省 レベルの「実 

施要領」が定められてきているが、 たとえば経済産業省のものは、 前項で述べた 欠落をほぼ修復 

してあ り、 注目される。 

科学技術関連政策の 場合、 具体的な評価項目としては、 ひわりる技術経営 (MOT) や研究開発 

マネジメント 億夜 D マネジメント ) の基本概念を 踏まえたものでなくてはならない。 たとえば、 

評価の一般的基準として「ガイドライン」では「必要性」、 「効率性」、 「有効性」、 「公平性」、 「 優 

先性 」をあ げているが、 このうち「必要性」と「優先性」はほぼ 内容にかかわる 評価項目であ る 

のに対して、 「効率性」や「有効性」はマネジメント や アプローチいかんによって 大きく変化する。 

従って評価にあ たっては、 R 及 D マネジメントのどのような 思考モデルに 則り、 どのような体制で 

研究開発に取り 組むか等が明確になる 仕組みまでが 必要になる。 

このようなマネジメント や アプローチの 妥当性の他に、 科学技術それ 自身および科学技術によ 
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って実現される 社会経済的価値の 可能性の見きめ の であ るとか、 実現される価値と R 及 D の関係等、 

固有の評価項目にプレイクダウンする 必要があ る。 

4. さらに有効性を 高めるための 方策 

政策を対象とした 評価をさらに 効果的にするため、 「ガイドライン」で 対象とした評価と 補完的 

な 機能を果たすことが 期待される評価について 補足しておきた い 。 

(1) 社会に開かれた 評価体制 

最上位の政策については、 専門家といえども 社会の多様な 価値観を反映させることは 困難であ 

り、 社会に広く開かれた 参加型の評価体制が 構築される必要があ る。 遠隔的なオーデイット・ シ 

ステム、 ヴァーチャル な エキスパート・ネットワーク、 対面的なフォーラム 等多様な形式が 世界 

で試みられている。 

(2) 議会によるチェック 機能の強化と 評価専門組織の 付設 

政策内容にかかわる 監査や監察機能は、 本来議会によるチェック 機能により代替されるべきで 

あ るが、 より詳細で、 また専門的なチェックは、 議会に付設される 評価専門機関によって 担われ、 

また議会のチェック 機能そのものを 支援し強化する 組織も必要であ る。 

(3) 補完的な政策分析機関の 強化 

上位の政策については 対象や効果の 広がりが大きく、 その分析には、 専門的な取組みが 必要で 

あ る。 「ガイドライン」では「総合評価」の 中にこのような 取組みを部分的に 折り込んで い るが、 

行政の覚部に 置かれた機関による 継続的な作業体制を 整えることが 望まれる。 

このような機関では、 いわゆる政策のインパクト 分析の他に、 横断的な比較分析とべスト・ プ 

ラクティスの 検出、 行政に対する 遺漏分析 ( 行政が取り組んでいない 政策の評価と 重要課題の抽 

出 ) 等に補完的に 取り組む必要があ る。 

(4) 支援的な政策評価機関の 育成・強化 

科学技術関連政策の 場合、 評価作業においても 専門的な能力を 備えた評価支援者や、 評価作業 

を 受託し行政機関の 外部でそれを 実行する機関等が 必要になってきている。 今後、 評価作業が拡 

大する中で、 行政における 評価を支援する、 そのような外部機関の 育成や強化が 望まれる。 
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